
確定給付企業年金法施行規則及び関連通知並びに厚生年金基金関連通知の一部改正 

に係るパブコメに寄せられた意見及び回答等 

 

平成２４年８月２７日締切分 

「３．有識者会議を受けた財政運営基準等の一部見直しについて」 

に係るもの 

 

Ⅰ．意見総数 

意見総数…１２３件 

（内訳：厚生年金基金…５７件、関係団体…１２件、個人…５４件） 

 

Ⅱ．パブコメに寄せられたご意見及び回答 

（１）予定利率の引下げを促進する措置について 

意見等の内容 回答 

予定利率引上げにかかる不足金について、

調整金勘定を設けることを認めてほしい。（他

４件） 

積立不足について、調整金勘定を設け、資産

計上することは、決算結果を歪め、基金関係者

が財政状況を見誤ることになり、適切でないた

め、原案のとおりとさせていただきます。 

・予定利率を引き下げた場合に生じる不足金

や標準掛金の上昇分については、掛金引上

げの猶予期間を設けてほしい。（他２０件） 

・今年１月の通知により導入された予定利率

引下げの際に繰越不足金の解消を留保でき

る猶予措置を延長及び拡大してほしい。 

積立不足について、掛金引上げの猶予期間を

設けることは、基本的には、基金財政の悪化に

繋がることから原案のとおりとさせていただ

きます。 

予定利率をすでに引き下げた基金に対して

も、遡及して３０年償却を認めてほしい。 

すでに予定利率を引き下げた基金について

は、当該引下げに係る掛金の負担についてすで

に対応できていることから、今回の措置を講じ

る必要はないものと考えております。 

ただし、今年１月に行った予定利率の引下げ

に伴う特別掛金の償却の弾力化に関連し、現状

で予定利率をすでに引き下げていたとしても、

掛金変更の規約変更を行っていない場合につ

いては、30年償却とすることも可能と考えてお

ります。 

予定利率引上げ分以外の不足金についても

３０年償却を認めてほしい。（他２２件） 

今般の改正は、予定利率の引下げによるリス

クの軽減を行った場合について、特例的に償却

年数の延長を認めるものであり、こういった対

応を行わず償却年数のみ延長することは、単な

る負担の先送りに過ぎず、基金財政の健全化の

面から適切でないため、原案のとおりとさせて

いただきます。 



 

（２）給付減額の手続きの明確化・簡素化について 

意見等の内容 回答 

・有識者会議では、確定給付企業年金の議論

は結論が出ていなかったはず。また、企業

が黒字でも減額が可能となる改正に反対す

る。（他６０件） 

・減額時の三分の二同意要件について厳しす

ぎるので緩和してほしい。（他８件） 

・現行の減額要件は厳しすぎて、企業が経営

破綻していない限り減額ができない。この

基準を緩和してほしい。（他１１件） 

・減額要件のうち理由要件を廃止し、労使の

合意があれば減額できるものとしてほし

い。（他６件） 

・受給者減額と加入者減額は、公平性にかん

がみ、同じ要件にすべき。（他３件） 

・予定利率の引下げについても減額要件とし

て認めてほしい。（他４件） 

・従業員が本人拠出をすることが困難になる

と見込まれる場合も、減額理由として認め

るべき。 

・総合型の場合、減額要件に必要な事業所の

経営状態に関するデータはすぐに出せるの

か疑問。 

今般の改正は、減額手続の明確化・簡素化を

行ったものであり、現行の基準を変更したもの

ではないため、原案のとおりとさせていただき

ます。 

 

全員同意による一時金不支給措置につい

て、事実上全員の同意を取ることは不可能で

あり、緩和してほしい。（他２件） 

本人の確認なしに一時金の不支給措置を採

ることは、受給権保護の観点から問題があるも

のと考えており、原案どおりとさせていただき

ます。 

・受給者減額時において、現行の最低積立基

準額の一時金より小さい額の選択肢を設け

ることは受給権保護の観点から反対であ

る。 

・受給者減額時の一時金措置について廃止す

るか、現行の最低積立基準額の支給額から

下げても良いこととしてほしい。（他３０

件） 

・受給者減額時の一時金措置について、最低

責任準備金を超える積立金を一時金として

分配する方法を認めてほしい。 

従来の最低積立基準額の一時金の選択肢は

必須であることから、受給権保護の観点から問

題がないものと考えております。また、従来の

最低積立基準額の一時金の選択肢を排除する

ことは、受給権保護の観点から問題があるもの

と考えており、原案のとおりとさせていただき

ます。 

 



減額基準について、通知案において「過去

五年間程度」や「概ね一割以上」の部分で「程

度」「概ね」の用語が入っていると不明確で

あり、これらは削除すべき。 

ご指摘の部分は、判断に当たっての原則的な

基準を示しているものであり、個別の企業年

金、厚生年金基金により母体企業の状態が異な

り、経営状況は多面的に見る必要があることか

ら、一定程度の幅を持った解釈も必要と考えて

おりますので、原案のとおりとさせていただき

ます。 

 

Ⅲ．意見募集にはない事項へのご意見 

○制度全般に関するご意見 

・非継続基準の財政検証の見直しを行ってほしい。（他１８件） 

・支払保証制度を検討すべき。（他１４件） 

・一括償却も認めてほしい。（他２件） 

 

○厚生年金基金制度に関するご意見 

・0.875問題、期ずれの解消及び給付現価負担金の交付基準の見直しを行ってほしい。

（他１３件） 

・免除保険料率の見直しを行ってほしい。（他１件） 

・厚生年金基金の設立形態別に、それぞれにそった厚生年金基金業務の運用基準を作

成してほしい。 

・厚生年金の支給停止において、本体から先に停止する方式は厚生年金基金に不利。 

・特例解散の際、他の事業所が倒産した際に連帯責任になる制度を改正してほしい。 

 

○給付設計に関するご意見 

・本人の希望により年数を区切った年金を受給できる制度を設けるべき。 

 

○その他のご意見 

・厚生年金基金制度を廃止すべき。（他２件） 

・公的救済を行ってほしい。（他１件） 


